
しています。 

一方、一昨年６月議会の一般質問で高塚議員の「固定資産

税の同和減免をしている行政区はどこか？」との質問が“差別

発言だ”として TCC の議会放映のカットが強行され、高塚議員

の質問が「差別事象」として鳥取県人権局などの関係機関と部

落解放同盟に報告されました。 

 「差別事象報告書」は、最終的に議会の「撤回決議」により回

収されましたが、「会議録に残っている」といって当局の「差別

事象対策委員会」は“高塚質問は差別発言”として譲りませ

ん。 

 今年になっても議員の議会における「質問権」をめぐる問題

は依然として“未解決”となっており、議会が役割を発揮する中

で議決の権威をめぐる過渡的矛盾の解決が待たれています。 

２０２０年になり、青亀に続いて２人の議員が相次いで議会報

告紙を発行という“事件”が起こっています。大平、高塚議員が

選挙でもないのに広報紙を発行するのは琴浦町の議会に変化

が起こっている証ではないでしょうか。 

琴浦町議会は任期４年の折り返しを２月に迎え、議員の委員

会所属などの変更が行われる節目のタイミングの出来事でもあ

ります。議会構成で変更になるのは、これまで１人の議員が二

つの委員会に所属していましたが、これを改め三委員会を二つ

にして議員は一つの委員会に所属するようになります。 

折り返し点を迎える琴浦町議会は特筆すべき前向きの変化

が生まれています。それは、課題や政策ごとの議員間共同が

発展して議会が決議や条例改正で町政を前向きに動かす変化

を作り出し、チエック機能も監査を請求するなどいかんなく発揮

大平議員が問題にした「事前約束」と

は、2018 年 11 月 14 日に部落解放同盟

琴浦町協議会から出された「事業要請」

に対し、小松町長と小林教育長が連名

で文書回答を 12 月 5 日付でしたことを指

します。この回答で固定資産税の同和減

免は「対象要件の改正を検討」として実

施することを約束しています。 

しかし、昨年の 3 月議会で、固定資産

税の同和減免の廃止決議が１１対３で

可決しましたから減免の事前約束を実

施することができなくなりました。 

 固定資産税の減免は同和地区をまる

ごと減免の対象にしていますが、そん

なことはできません（地方税法）。です

から減免は地方税法違反の“賦課徴

収を怠る行為”となり、行政としてやっ

てはならない財源の毀損になります。 

 議員が“言論の府”と言われる議会で制

限される発言は、①「無礼の言葉」と②「私

生活に及ぶ言論」（自治法 132 条）です。 

 一昨年６月議会における固定資産税の

同和減免要綱に対する高塚議員の質問を

“差別発言”として抹殺しようとする動きは

議会制民主主義に対する重大な挑戦にほ

かなりません。 

 議員が固定資産税の賦課・徴収につい

て質問するのは議員の当然の「質問権」の

行使です。 

 昨年３月議会で固定資産税の同和減

免の廃止が議決されたにも関わらず新

年度に入るやいなや、役場税務課から

封書に入った「減免申請書」が区長を通

じて配布されました。 

 固定資産税の同和減免を受けようとす

れば、「住所」「氏名」を記入し、捺印して

提出すれば自動的に減免されるという

“いたれり・つくせり”でした。 

町民を代表する議会の議決は行政を

「縛り」ます。同時に住民も強制しま

す。それが議決機関の議決の重みとい

うものです。 

 大平議員が「どっちが重たい？」と聞

いたら、小松町長は「比較の問題では

ない」と議決を無視し、部落解放同盟

への回答に重きを置く“忖度”を合理化

しました。 

 今度こそ議会の議決が尊重されるこ

とを願わずにはいられません。 

 議長は会議の絶対無二の「主宰者」で

す。議長が許した発言は断固として擁護す

る責任が議長にはあります。 

 １２月議会の高塚議員の質問に答えた

小松町長の答弁で、小椋議長と前田議会

運営委員長が、高塚質問直後、小松町長

に「高塚発言の TCC 議会放映のカットを要

請した」ことが明らかになりました。 

 小椋議長はこれまで「議員の発言を差別

事象と捉えていない」と公開質問状に対す

る回答で答えています。この二つの事実

は整合しません。議員の権利に関わる問

題であり、責任ある説明が求められます。 


